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攻めと守りのガバナンスを利かせた激動の1年

2025年度はグループ経営改革を実行し、グループ成長戦略を策定した1年でしたが、 

取締役会議長として、どのように総括されますか？

昨年6月、重責ではありますが、ステークホルダーからの期待に応えたいという強い気持ちで取締役

会議長をお引き受けしました。議長として、攻めと守りのガバナンスを利かせながら、取締役会の実効性

を高め、その成果を業績向上および将来の成長期待につなげ、最終的には株価への反映を目指して取り

組んできました。非常に緊張感のある1年でしたが、一定の成果を上げることができたと考えています。

攻めのガバナンスの観点では、グループ経営改革として掲げていた固定費構造改革の断行と課題事業

等の方向付けを完了させ、将来の成長に向けた収益基盤を整えることができました。また、グループ成

長戦略においては、取締役会で多くの時間を割いて議論を重ね、「時代とともに変化する社会課題の解

決を通じて、社会・産業の発展を支え、進化を続ける企業を目指す」ということを明確にしました。そして

2032年に向けて、「エネルギーの有効活用」と 「現場労働力不足の解消」という２つの社会課題を解決す

ることにより、AIインフラと社会オペレーションを支えることでお役立ちを果たしていくことも、取締役

会での共通認識としました。

守りのガバナンスの観点では、2025年度は全社を挙げて経営改革に取り組んでいましたので、これ

まで以上にコンプライアンス問題を重視し、監督していました。結果として、重大な事態に至る事象はなく、

取締役会として一定の役割を果たせたと考えています。

取締役会では監督機能を発揮するだけではなく、例えば10年20年先を見据えたワクワクするような

先端技術など、未来志向で多様な議論が行われるべきと考えています。しかしながら、グループ経営改

革の実行、グループ成長戦略の策定は非常に重い内容であり、2025年度の取締役会は重要かつ喫緊の

テーマに集中せざるを得ませんでした。激動の中で緊張感のある1年であったと受け止めています。

業績・株価は実効性を測る重要指標

取締役会の実効性の向上について、どのようにお考えでしょうか？

取締役会の実効性とは、ガバナンスを利かせて経営の監督と執行の後押しを行い、それが業績向上と

将来の期待に結び付き、株価上昇につながることだと考えています。株価が上がってはじめて実効性が

あると言えます。仮に、取締役会メンバーが実効性の向上を実感していたとしても、業績が低迷し株価が
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上昇していないのであれば、それは実効性が向上したとは言えません。株主・投資家の皆様からの評価

が重要という認識のもと、当社の取締役会は業績および株価と真摯に向き合っています。

実効性向上の施策については、議長のバトンを受けた際に深く検討しました。さまざまな取り組みの方

向性はありますが、私が最も重視していることは、取締役会の議論の質を上げることです。 もちろん取

締役会に何の議案を上程するのか、この観点も必要ですが、それ以上に 「メリハリを利かせた各議案の時

間配分」、そして 「限られた時間の中で取締役会メンバーの皆さんからいかに有効な意見やコメントを引

き出せるか」が重要であると考えています。

当社の取締役会では、簡潔に扱う議案、集中して深く議論する議案を明確に分け、議案毎の時間配分に

メリハリを付けています。 取締役会の前半は定例的なものや簡潔な議論で済む議案を中心に組み、後半

には深い議論が必要な議案を組み込んでいます。仮に、前半の議案の議論が冗長になり、予定時間を超

過すると、より重要な後半の議論時間が確保できなくなるだけではなく、冗長な議論では取締役会メンバー

の思考が活性化されないので、質の高い意見も出てきません。そのためメリハリを利かせた時間配分は

重要です。

また、取締役の人数、社外取締役の比率、多様性等も議論の質に影響しますが、それだけで質が高まる

わけではありません。取締役会メンバーの経験や知見といった特性を踏まえ、議論の質が高まるファシリ

テーションが必要です。 2020年に当社の社外取締役に就任してから6年経過しているので、取締役会

メンバーがどのような視点・特性を持っているかは把握しています。取締役会の質疑応答で複数名から

の発言希望がある際は、発言者の順番にも配慮しています。最初の発言者で良い意見が出ると、他のメ

ンバーの思考が刺激され、次の発言者の意見の質が向上します。当社の取締役会メンバーは事前に十分

に準備した上で、議論に臨んでいるため、良質な意見が引き金となり、意見の水準が連鎖的に引き上がる

ことがよくあります。議論の質が高まると、執行側の緊張感や受け止め方が変わり、その後のアクション

にも良い影響を与えるので、議長として議論の質が高まるファシリテーションには毎回苦心しています。

業績目標の必達、グループ成長戦略の具現化に最注力

2026年度はどのような観点で、取締役会を運営されていくお考えでしょうか？

取締役は株主から付託を受けて選ばれているわけですから、株主の代表として取締役会を機能させ、

株主の期待に応えることが大事です。それが取締役会の実効性にもつながります。実効性を測る指標の

１つである株価は26年ぶりに上場来高値を更新※し、株主の皆様からの将来への期待の大きさをひしひ

しと感じています。この期待に応えられるように取締役会を機能させることが2026年度の最重要事項

です。 2026年度の調整後営業利益6,000億円、2028年度の7,500億円以上の確実な達成のみなら

ず、グループ成長戦略の具現化を着実に推進していく必要があります。そのためには、変化への対応スピー

ドが重要です。中東情勢など、当面は不確実な状況が続くことが想定されますが、変化の激しい事業環境

を先読みして迅速かつ適切に対応できるかが勝負を分けます。また、いくらスピードを上げる気概があっ

ても、十分な技術基盤がなければ変化に対応できず、良いお役立ちは果たせません。当社はこれまで優

れた技術を保有していても、スピード感を持ってその技術を活用する点に課題があったと認識しています。

今後はスピード感ある技術活用に加え、未来志向でワクワクするような先端技術の議論などについても、

取締役会で採り上げていきたいと考えています。ビジネスチャンスを最大限取り込めるように、取締役会

としてグループ成長戦略の具現化を後押ししてまいります。

※2026年5月末時点、過去の終値ベースでの高値3,230円 （2000年3月1日）を更新

パナソニックグループは新たなステージに移行

株主・投資家の皆様にメッセージをお願いします。

当社は監督、執行の両面で内向きから外向き志向に変化したと感じています。監督面では、社外取締

役が取締役会議長を務めたことにより、内部事情に縛られることなく議案が上程され、議論も内向きに

閉じることなく、外向き志向が強まりました。また、執行面では、経営方針や執行側の行動に楠見グルー

プCEOの色が明確に出てきており、外部視点で自らの立ち位置を客観的に認識し、自社の課題に正面か

ら取り組む姿勢が強まりました。これは大きな変化です。このような変化が現場にも浸透・拡大し、グルー

プ全体がより変革していくように取締役会でしっかりと監督していきます。

今後はグループ経営改革の効果を確実に取り込み、グループ成長戦略を必ず実現させ、企業価値向上

につなげられるように取締役会議長として邁進してまいります。 新たなステージに移行したパナソニッ

クグループにどうかご期待ください。
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―社外取締役対談―

グループ成長戦略を策定した

取締役会の姿

あえて議論の余地を残した議案を上程。 

執行側と共に本質を徹底議論

2025年6月に、社外取締役として初めて澤田氏が取締役会議長に就任され、 

また、社外取締役が取締役の過半数を占める体制となりました。 

取締役会での監督内容や実効性の面でどのような変化を感じられていますか？

松井   �私は当社の社外取締役に就任して5年経ちますが、就任当初から発言しやすい雰囲気が

あり、当時から開かれた取締役会だと感じていました。ただ、取締役会での議論は活発

でしたが、社内取締役の発言は少なく、大半が社外取締役の意見という状況でした。取

締役会は、執行側が事前に十分に議論を重ね、上程した議案に対して 「社外取締役の意

見を伺う場」という位置付けになっていたことが、その背景にあると考えています。 そ

のため2025年2月のグループ経営改革以前は、執行側で議論し尽くして中身がほぼ固

まった状態の議案が取締役会に上程されることが多く、本質的な課題にまで踏み込みに

くいという課題意識を、社外取締役を中心に持っていました。取締役会で議論するので

はなく、決裁を取るために上程している感じがありましたので、「最終局面で取締役会に

上程し、意見を求められても困る。 生煮えの状態で良いから持ってきてもらいたい」と

いう要望を取締役会で伝え、改善していきました。特に、社外取締役の澤田さんが取締

役会議長に就任されて以降は、執行側での結論が出る前に取締役会に上程される議案も

でてきています。真面目な社風の当社としては、そのような状況で取締役会に上程する

ことに対し、最初は抵抗感があったようにも思いますが、社内取締役・社外取締役問わず、

活発に議論するケースが格段に増えており、取締役会の実効性は確実に向上している実

感があります。
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大手監査法人の公認会計士を経て株式会社ユーザベースにて取締役などの要

職を歴任 （現 上席執行役員 CHRO）。2021年6月から当社社外取締役を務め、

2025年6月に指名諮問委員会委員長および報酬諮問委員会委員長に就任。

外資系企業等にて要職を歴任後、アサヒグループジャパン株式会社 

常務執行役員 CFOを務める （対談当時）。 2025年6月に当社社

外取締役に就任。
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瀬戸   �私は2025年6月に当社の社外取締役に就任しましたので、取締役会が変化した後の姿

しか経験していません。外資系企業での経験が長い私の目線でも、当社の取締役会での

議論は想像以上に活発であり、就任当時、驚いたことを今でも覚えています。松井さん

が言われるように、時には意見が割れたところから取締役会の議論が始まることもあり、

既定路線があるわけではありません。例えば、2026年5月に発信したグループ成長戦

略策定の際には、最初は執行側の意見が割れている状態で上程されましたが、意見が割

れているからこそ見えてくる本質的な課題もあり、質の高い議論を重ねることができま

した。当社の取締役会では、グループの方向性を左右するような重い議案に対し、社内

取締役・社外取締役双方から、賛否含めてさまざまな意見が飛び交います。そのような

取締役会でも、議長の澤田さんのファシリテーションによって、論点が整理されながら、

質の高い議論がなされ、実効性につながっていると思います。

松井   �取締役会で意見が割れた際は、「楠見さんはどうしたいのか？」と、執行のトップである

楠見さんの意思を問う投げ掛けをたびたび行い、トップの考えを尊重しながら取締役会

は監督機能を果たしています。また、澤田さんが議長に就任されてからは、議案の内容

や上程時期に客観的な目線が入るようになりました。澤田さんと楠見さんとの間には、

いい意味での緊張関係があると感じています。

成長戦略の議論を経て、グループとしての一体感が醸成

2025年度はグループ経営改革を実行し、グループ成長戦略を策定された 

1年でした。執行側の変化をどのようにみられていますか？

松井   �長期間に及ぶ低成長や株価低迷などへの強い危機感から、3ヵ月という期間を区切り、待っ

たなしの議論で策定されたグループ経営改革でしたので、強い覚悟のもとで2025年

度に完遂されました。取締役会ではその過程を含めてしっかりと監督し、収益基盤の構

築につなげました。グループ成長戦略に関する取締役会での議論は、従来であればホー

ルディングス側のみで実施していたと思いますが、今回は事業会社社長も同席し、グルー

プ全体で議論を重ね、策定しています。これまでは、ホールディングスと事業会社の間、

また、事業会社と事業会社の間にも自主責任経営の負の側面なのか、セクショナリズムが

生じていた面があるようにも感じていましたが、グループ成長戦略の議論が進むにつれ、

その壁は取り払われていったように思います。

瀬戸   �例えば、ソリューション領域を議論する過程において、取締役会にて、ソリューション領

域の事業会社社長3人に、それぞれ各事業の取り組みを説明していただいたのですが、

その中で、これまで個別に見えていたソリューションの取り組みにも共通点があり、実際

には相互に結び付いていることを認識しました。 3人の事業会社社長はお互いの話を聞

いて、大きな気付きと得るものがあったのではないでしょうか。各々が、自身の事業会

社だけではなく、ソリューション領域のトップであるという当事者意識を持って、当社グ

ループのあるべきソリューションの姿を考えられるようになったと感じています。

松井   �これまで事業会社には、グループ全体のことを考えるのはホールディングスの役割で、

事業会社は自身の事業に専念すればよいという考えが多少なりともあったように思い

ます。 グループ成長戦略を皆で議論し、策定した現在は、グループの未来を自分たちも

当事者として構築していく意識に変わったように感じています。
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瀬戸   �パナソニックグループの将来は、執行のトップである楠見さんだけが考えるのではなく、

執行チーム全体で考えるようになったと明確に感じます。グループ経営改革は 「危機意識」

が発端となり策定・実行したものですが、グループ成長戦略では自分の事業だけではな

く、パナソニックグループ全体としての 「当事者意識」が戦略実現のカギになると考えて

います。

過去と同じ轍は踏まない。案件ごとの性質に応じた監督が必要

2026年度は取締役会でどのように監督機能を発揮するお考えですか？

瀬戸   �私はファイナンス出身ですので、儲けの構造やキャピタルアロケーションから考える傾向

にあります。 2026年度は、グループ成長戦略で発信されたAIインフラ事業への5,000

億円の戦略投資に対する判断が非常に重要であり、取締役会でもしっかりと議論を重ね、

執行側を監督していくべきと考えています。仮に、市場の潮目が変わった際にいかに柔

軟に対応するかというリスクマネジメント、また反対に、加速度的な需要増によって計画

した供給能力を上回る局面で、いかにチャンスを最大化するかという戦略的レベニューマ

ネジメント、この両面からの議論を積極的に重ねていかなければなりません。過去、当社

が車載電池やBlue Yonder社に投じた大型の戦略投資においても、事前に決めたKPI

や通過点としてのマイルストーンが達成されているかどうかを検証し続けることが重要

です。取締役会では、キャピタルアロケーション以外にも、事業ポートフォリオについて、

重点的に議論しています。 2025年度は、過去の投資についての清算案件の上程が目立

ちました。日本企業全般に言えることですが、日本企業は同質的で、同じ場所に集まり、

同じ考え方で進めるのが得意であり、「欧米の企業文化」や 「飛び地」に対応することは苦

手なように思います。当社も例外ではなく、その傾向にあることを強く認識しました。そ

ういった点も含めて、過去に失敗したM＆A案件や戦略投資案件については、執行側に

失敗の構図を改めて深掘りしていただいたうえ、取締役会でも議論しています。過去の

失敗からの学びとして、今後は同じ轍を踏まないよう、案件ごとの性質に応じたやり方

で、取締役会として監督していくことが重要です。また、グループ成長戦略の実現には、

ソリューション領域でビジネスモデルを変革しなければなりません。 ソリューションに求

められるケイパビリティと、これまでハード売り切り型のビジネスモデルで培ってきた当

社のケイパビリティには、一定のギャップがあります。このギャップを埋め、変革を完遂

できるように継続して適切なKPIを設定して、モニタリングしていきます。

株主・投資家の皆様と同じ船に乗り、 

持続的な企業価値向上を目指す

2026年度は業績連動型株式報酬の導入や報酬構成比率の変更など、 

役員報酬制度が大きく改定されましたが、その背景や狙いについて 

お聞かせください。

松井   �2025年6月に指名・報酬諮問委員会の体制が見直され、指名諮問委員会と報酬諮問

委員会の2つに分かれました。私は、その両方の委員長を務めています。当社の株価は

2026年に入り上昇基調にありますが、それまでは競合他社に劣後する状況が長期間

続いていました。経営陣に資本市場の目線を取り入れて経営を行っていただくため、以

Q3

Q4
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社外取締役対談

前から、株式報酬比率を引き上げる考えはありました。当社には、2019年から譲渡制

限付株式報酬制度が導入されていますが、業績に関わらず付与される株数は固定であ

り、インセンティブに欠ける面があると課題認識していました。 そこで2026年度から

は譲渡制限付株式報酬に加え、業績連動型株式報酬を新たに導入しました。その評価指

標は相対TSRのみであり、TOPIXや競合他社を超えるパフォーマンスを発揮しなけれ

ば、付与株式数は増加しない設計です。また、報酬構成比率も大幅に見直しており、例え

ば楠見さんのケースでいうと、基本報酬を1とした場合の従来の株式報酬の割合は0.5

でしたが、現在は2に引き上げています。一方で、2025年度にグループ経営改革を実

行したことを踏まえ、役員報酬制度改定前後の標準額で見た場合、総報酬の水準は変え

ていません。それによって、基本報酬の金額を下げ、業績連動型報酬の割合を増やして

います。

瀬戸   �これまでも、当社グループの経営陣は業績・株価にコミットする姿勢を強くもっていまし

たが、今回の役員報酬制度の改定により、一層強化されるものと考えています。経営陣

が株主・投資家の皆様と同じ船に乗り、持続的な企業価値向上を目指して、一心同体で

事業運営していくことが重要です。

松井   �従来、事業会社社長の短期業績連動報酬の評価指標は事業会社側だけの指標でしたが、

今回は全社の調整後営業利益を組み込んでいます。これにより事業会社社長がグループ

全体の視点を持ち、グループ成長戦略の実現への動機づけが向上します。 2026年4月

から各事業会社社長はホールディングスの執行役員に就任しましたが、報酬の側面から

も全社視点に立つことができ、指名・報酬ガバナンスを利かせることができると考えて

います。

瀬戸   �社外取締役の報酬の一部が譲渡制限付株式報酬の付与という形になった点も、大きな変

化です。 当社の社外取締役はパナソニックグループに対する熱量が非常に高く、この会

社を何とかしたいという思いを強く持っています。この株式報酬の付与により、持続的

な企業価値向上への強い思いをもって、執行側を監督することができると考えています。

（役員報酬の詳細についてはP.49をご参照ください。）

株主・投資家の皆様に、メッセージをお願いします。

松井   �現時点では、当社の取締役会は実効性が高く、強固なコーポレート・ガバナンスを構築で

きていると認識していますが、10年先も通用するかどうかは分かりません。 時代とと

もに事業のあり方も、ガバナンスのあり方も変わっていくと思います。 その動きを見据

えながら、当社の取締役会では、今後も継続して、実効性あるガバナンスの形を追求して

いきます。株主・投資家の皆様には安心して、当社グループを見守っていただければと

思っています。

瀬戸   �当社の取締役会には、「改善し続ける文化」が根付いていますので、今後もさまざまな変化

に対応していくことができると考えています。また、グループ成長戦略の策定を経て、当

社のやるべきことが明確になり、グループが実際に変わり始めている手応えや、意思決定

のスピード感が高まっていることも強く感じています。 株主・投資家の皆様にも、ご納得

いただけるのではないでしょうか。今後の当社グループの変革に、引き続きご期待ください。

Q5



45パナソニックグループについて グループCEO&CFOメッセージ トピックスセグメント別戦略 サステナビリティの取り組み 企業データコーポレート・ガバナンス

取締役会議長メッセージ　　社外取締役対談　　  松尾社外取締役メッセージ　　コーポレート・ガバナンス体制と取り組み　　取締役会・監査役会の構成

松尾社外取締役メッセージ

社外取締役　松尾 豊

社外取締役と機関投資家の対話

これまでのご経験や知見等を活かし、 

取締役会ではどのようなご発言や提言をされてきましたか。 

討議を通して、パナソニックグループに対する見方に 

変化はありましたか。

2025年6月に社外取締役に就任してからの1年は、まずパナソニックグルー

プの多様な事業、組織、意思決定のあり方を拝見し、理解を深める意味合いが大

きかったと考えています。 その中で、AI・データ戦略の観点から特に申し上げ

てきたのは、機器、現場、空間、サービスと結び付く 「フィジカルAI」に本格的に

取り組むべきだということです。日本全体でもこの領域への機運が高まりつつ

ありますが、パナソニックグループの強みを大きく発揮できる技術領域であり、

全社としてケイパビリティを高めていく必要があると考えています。また、パナ

ソニックグループは、各事業の現場が強く、ボトムアップの競争力を持つ企業で

ある一方、お客様の声や販売・マーケティングデータを、商品企画・設計・事業

判断へと戻していく共通基盤を現代化することも重要だと考えています。 もと

もと大きなポテンシャルを持つ企業だと思って参画しましたが、その力を発揮

する難しさや課題も見えてきたからこそ、ここからが重要だと感じています。

現場発・ボトムアップの強みを活かしながら、AI時代の大きな成長につながる

道筋をともに紐解いていきたいと考えています。

２０３２年に向け、グループ成長戦略が策定されました。 

さらなる企業価値向上に向けたパナソニックグループの課題は 

何であると認識されていますか。取締役会では今後 

どのように貢献をされていきたいとお考えですか。

2032年に向けて、AIインフラと社会オペレーションを支えるという方向性は、

パナソニックグループの強みを成長領域に結び付ける重要な戦略だと考えてい

ます。短期的には、データセンター向け蓄電システム、高性能多層基板材料、導

電性高分子コンデンサなどをはじめとして、AIインフラに不可欠な製品群をさ

らに伸ばし、需要の急速な拡大を確実に取り込むことが重要です。そのためには、

技術優位性だけでなく、供給力、品質、顧客対応力、投資判断のスピードを含め

て、成長機会に負けない実行力が問われると考えています。中期的には、現場

接点、機器、品質・安全性の強みを、AI・データを活用したソリューション、さら

にはフィジカルAIへと拡げることが課題です。取締役会では、技術進化と事業

機会を見極めながら、各事業の取り組みが点にとどまらず、グループ全体の競

争力と企業価値向上につながるよう貢献していきたいと考えています。

［実施概要］ ［主な対話内容］

開催日	 ：2026年7月6日

開催形式	 ：オンライン

登壇者	 ：�澤田社外取締役 （写真左上）、松井社外取締役 （右上）、 

西山社外取締役 （左下）

モデレーター	 ：�モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 

吉川アナリスト （写真右下）

参加者	 ：�国内・海外機関投資家

 グループ経営改革と成長戦略に関する取締役会での議論内容

 AI時代における成長機会

 事業ポートフォリオマネジメント

 取締役会の実効性とガバナンス強化

 次世代に向けた経営人材

当社投資家情報サイトに議事録を掲載しておりますので、ぜひご確認ください

https://holdings.panasonic/content/dam/holdings/jp/ja/corporate/investors/pdf/20260706_j.pdf

Q1 Q2

東京大学大学院工学系研究科 技術経営戦略学専攻 教授。

一般社団法人日本ディープラーニング協会 理事長。 AI

および深層学習分野の研究・社会実装を推進し、産学官

の連携や人材育成に幅広く携わる。 2025年6月から

当社社外取締役を務める。
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コーポレート・ガバナンス体制と取り組み

当社は、「企業は社会の公器」という基本理念に基づき、株主や顧客をはじめとするさまざまなステー

クホルダーとの対話を通じて説明責任を果たし、透明性の高い事業活動を心掛け、公正かつ正直な行動

を迅速に取ることで、企業価値を高めていくことが重要であると考えています。そのため、コーポレート・

ガバナンスを重要な基盤と認識し、グループ全体に関わる戦略や重要事項の業務執行を決定し、取締役の

職務の執行を監督する取締役会と、取締役の職務の執行を監査する監査役・監査役会からなる監査役制

度を基礎として、当社グループ全体について実効性のある体制の構築・強化に努めています。

当社は、右図の通り、取締役会と、監査役・監査役会からなる監査役制度を基礎としつつ、指名諮問委

員会および報酬諮問委員会や、取締役会実効性評価の仕組みなどを活用することで、事業会社制のもと

でも、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保することができると判断しています。

特に、2025年6月より、当社の取締役会体制は大きく変わりました。独立社外取締役が取締役会議長

を務め、独立社外取締役7名、社内取締役6名の計1３名の体制になりました。また、女性取締役は4名在

籍しており、多様性に富む布陣でグループの経営を監督しています。

（注）1 �PHD Executive Committee／Group Transformation Round Table： 

グループの中長期戦略、当社または事業会社が実施する重要案件、サステナビリティ経営や重要リスク等に関して、議論・方向付け・報告

2 グループCxO：経理・財務、人事、法務などの機能軸によるガバナンスとグループ戦略・事業支援

3 事業CEO：事業会社社長を兼任する執行役員として、グループの戦略の策定と担当事業におけるグループ全体視点での事業判断・実行

4 PHD ：パナソニック  ホールディングス／ERM ：エンタープライズリスクマネジメント

コーポレート・ガバナンス体制図

監査

権限委譲しつつ統制

監督・意思決定監査

監査役・監査役会

PHD Executive Committee／ 
Group Transformation Round Table（注）1

会計監査人

選任・解任

報酬総額の上限決定

選任・解任

報酬総額の上限決定

連携

監督
統括

監督

報告

統括

報告

報告

報告

報告

報告

内部
監査

内部監査

連携

選任・解任

株主総会

監査 監督・意思決定

業務執行

指名諮問委員会

報酬諮問委員会

内部監査コミッティ グループCEO

グループCxO（注）2／事業CEO（注）3

PHD ERM（注）4委員会など

監査役 事業会社 その他グループ会社

内部監査部門

諮問

諮問

答申

答申

2013

 �初の女性取締役就任

2014

 �株式報酬型ストックオプション

報酬制度開始 （〜2018）

2015

 �取締役会実効性評価開始

 �指名·報酬諮問委員会設置

 �社外役員コミッティー設置

2016

 �ESVプラン※廃止　※いわゆる買収防衛策

2017

 �社外取締役比率を1/3以上に

2018

 �顧問制度の見直し

2019

 �譲渡制限付株式 （RS）報酬の導入

2022

 �取締役等への 「業績連動報酬」

の評価指標に新たに非財務項目

を追加

2026

 �業績連動型株式報酬

（PSU）の導入

 �社外取締役への 

RS報酬付与

2023

 �社外取締役と 

機関投資家との対話を初めて実施

2025

 �社外取締役の取締役会議長就任

 �社外取締役が取締役会メンバーの過半数に

 �取締役の員数の上限を設定 （15名以内）

 �指名·報酬諮問委員会を、指名諮問委員会、報酬諮問委員会の

2つの委員会体制に見直し

 �マルス·クローバック条項を導入

コーポレート·ガバナンス強化の歩み

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則に沿いながら、監督機能の強化と事業の自立化を両

立させることで、実効性の高いガバナンス体制を構築してきました。

「事業を通じてお客様や社会へのお役立ちを果たし、さらには企業価値を高めていくための重要な基盤は、

実効性あるコーポレート・ガバナンス体制である」との認識のもと、当社はその構築・強化に取り組んで

います。

2015 2020 2025 2026

基本的な考え方

取締役会
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コーポレート・ガバナンス体制と取り組み

取締役会／委員会 2025年度開催実績 主要アジェンダ

取締役会

議長：

澤田社外取締役

開催回数：14回

1回あたりの所要時間：

３時間24分

 �グループ中長期戦略 （グループ成長戦略）

 �グループ経営改革の進捗モニタリング

 �重点投資領域事業の戦略報告

 �YKK （株）とパナソニック ホールディングス （株）によ

るパナソニック ハウジングソリューションズ （株）の株

式譲渡契約の締結

 �AI×ロボティクス等技術トレンド

 �エンタープライズリスクマネジメントの取り組み

 �グループコンプライアンスの取り組み

 �グループ品質コンプライアンス調査報告

 �政策保有株式の保有意義

 �監査方針・監査報告　　等

指名諮問委員会

委員長：

松井社外取締役

8/8回 （100%）

開催回数：8回

委員：

西山社外取締役 7/7回 （100%）※

澤田社外取締役 8/8回 （100%）

楠見代表取締役 8/8回 （100%）

 �グループCEOのサクセッションプラン

 �グループCEO、執行役員および事業会社社長の 

後継者候補

 �取締役等の候補者に関する社内検討の結果

 �取締役、執行役員、事業会社社長の再任基準の 

ガイドライン

報酬諮問委員会

委員長：

松井社外取締役

8/8回 （100%）

開催回数：8回

委員：

澤田社外取締役 8/8回 （100%）

重富社外取締役 7/7回 （100%）※

楠見代表取締役 8/8回 （100%）

 �株式報酬制度の見直し

 �取締役、執行役員、事業会社社長の個人別の 

報酬決定方針

 �業績評価などに基づく個別の支給内容、競合他社、 

関連業界などの状況を踏まえた取締役、執行役員、 

事業会社社長の報酬体系、内容および水準等

※の出席回数は、2025年6月23日就任後のもの

13名

取締役 社外取締役比率

53.8%

女性取締役比率

30.8%

体制の概要  （2026年6月22日現在） 取締役会および委員会の運営状況

取締役会

 �事業会社に権限を委譲することで、事業会社を主体としたスピーディーな意思決定を実現するとともに、

グループにとって重要な意思決定と健全で適切なモニタリングを行うべく、グループ中長期戦略および

グループ重要案件の決定と、グループガバナンス・リスク管理を通じたグループの監督に集中

 �取締役会が備えるべき知見を考慮の上、取締役会全体としての知識・経験・能力の多様性を確保。社外

で豊富なキャリアと高い見識から、業務執行に関する意思決定や取締役の職務執行に対する監督にとっ

て有益な意見が期待できる、経営者等の社外取締役を選任

 �取締役の過半数を社外取締役で構成

 �取締役会議長を社外取締役から選任

 �株主の皆様の判断を経営に適切に反映できるよう毎年の株主総会で、取締役全員が改選 （取締役の任期

は1年間）、取締役会の適切な規模感を明確にする観点から、取締役の員数の上限を15名に設定

監査役・監査役会

 �健全な経営と社会的信頼を保証するための、株主の負託を受けた独立機関

 �グループの 「健全で持続可能な成長」と 「中長期的な企業価値の向上」への貢献を目的に、「良質な企業

統治体制の確立」を目指す

 �取締役の員数のバランス等を勘案し、監査役の員数は上限を5名に設定

 �会社業務に精通し、実際に事業場へ赴き、調査権限を行使することで業務の実情を把握することができ

る、役付取締役経験者またはそれに準ずる者より選任された常任監査役 （常勤）を設置。うち、1名は財

務・会計に関する相当程度の知見を保有

 �高い専門性、豊富なキャリアと高い見識から取締役の職務執行に対する有益な監査を期待できる経営者・

弁護士・公認会計士である社外監査役を選任

：男性 ：女性 ：取締役会議長

社外取締役

7名

社内取締役

6名

取締役会議長へのサポ―ト体制

当社の取締役会は独立社外取締役が議長を務めており、その職務遂行を支えるため、取締役会事務局が議

長と密接に連携し、議題設定、資料の精査および情報提供等を行っています。そのため、取締役会開催1週

間前までの議長とグループCEO・取締役会事務局との打合せ （毎月）、取締役会終了後の議長と担当役員・

事務局との反省会 （適宜）等を実施しています。
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取締役会実効性評価の実施と活用

当社は、毎事業年度に、取締役会出席メンバーを対象とした取締役会実効性評価を実施しています。 

実効性評価の結果については取締役会報告議案として共有し、取締役会出席メンバーから提起された課

題および改善策等について取締役会で議論を行っています。その議論の結果を踏まえ、今後の取締役会

の体制、運営改善等の施策を検討・実施することで、継続的にPDCAサイクルを積み重ね、取締役会の実

効性向上およびガバナンスの強化につなげています。

（1） 2024年度の実効性評価を踏まえた2025年度の重点的な取り組み

2024年度の実効性評価では、取締役会メンバーが当社の企業価値向上に向けて一致団結し、社外

役員と執行側が連携して経営改革の意思決定を行うことができ、実効性が発揮された年であったとの

評価がされました。一方で、当社グループの目指すべき姿や成長戦略の解像度をさらに上げるために、

2025年度は集中的に成長戦略について議論を行うべきであり、実効的な議論に向けた仕掛け （アジェ

ンダ設計、ディスカッションポイントの明確化、取締役会に対する情報提供の一層の充実等）の検討が必要

との課題が抽出されました。

上記評価結果を受け、2025年7月30日開催の取締役会において、現状の取締役会の課題に対する

改善策、年間アジェンダ、2025年度の取締役会運営方針について議論し、以下の点について取締役会で

提言がされ、重点的に取り組んできました。

① �社外取締役の取締役会議長就任に伴い、毎月、取締役会議長とグループCEOの間でアジェンダ等

を確認・決定

② �グループ経営改革の進捗モニタリングや、次の中期グループ戦略の策定に向けた議論は毎月 

実施

③ コンプライアンス事案の監督強化

④ 実効的な議論を行うための仕掛けとして以下を実施

・原則、取締役会の開催日の1週間前をめどに議案資料を共有

・取締役会では、起案者がPHD戦略会議でどのような議論をしたかを説明に盛り込むことを徹底

（2）2025年度の取締役会実効性評価

当年度の実効性評価は、前年度に引き続き、取締役の任期サイクルに合わせ、2026年4月から5月

にかけて、インタビューおよびそれを効果的に行うための自由記述式のアンケートを実施することに

しました。

 �アンケート実施期間	：�2026年4月初旬～2026年4月中旬

 �評価対象期間	 ：2025年6月～2026年5月

 �アンケート対象者	 ：�取締役・監査役・陪席執行役員

 �アンケートの形式	 ：全３問 （自由記述形式）

 �アンケート項目	 ：1. �「グループ経営改革の進捗モニタリング」と 「グループ戦略の議論」を振り返って、

良かった点・改善すべき点

2. 上記以外のアジェンダを振り返って、良かった点・改善すべき点

3. 2026年度の優先アジェンダについて

アンケート集計後、回答内容に基づき取締役会メンバーへのインタビューを実施し、その結果を基に、取

締役会で課題と改善策について議論を行い、2026年度の取締役会運営方針を決定しました。

詳細はコーポレート・ガバナンスサイトに記載しています。

上記のほか、取締役会の運営については、社外役員コミッティの場も活用し、随時レビューを行いさら

なる改善を行いながら、継続して実効性の強化に向け取り組んでいきます。

2025年度 取締役会での監督内容

当社取締役会は、事業会社に権限を委譲することで、事業会社を主体としたスピーディーな意思決定

を実現するとともに、グループにとって重要な意思決定と健全で適切なモニタリングを行うべく、グルー

プ中長期戦略およびグループ重要案件の決定と、グループガバナンス・リスク管理を通じたグループの監

督に集中することとしています。

2025年度は、特にグループ中長期戦略およびグループ経営改革の進捗モニタリングに重点を置き、

これらについては毎月継続的に議論を行うとともに、取締役会以外でも議論の場を設けることで、取締

役会としての監督機能の実効性向上に努めました。また、議論のメリハリを明確にするため、各議題につ

いて決議事項、報告事項、討議事項に区分した上で審議を行いました。

2025年度における取締役会の開催回数は14回であり、1回あたりの所要時間は３時間24分でした。

主要アジェンダはP47の表に記載しています。

取締役会評価

https://holdings.panasonic/jp/corporate/phd/corporate-governance/board-of-directors.html
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評価指標・項目 変動幅 ウエイト

財務
・調整後営業利益 （AOP）

（事業会社役員を兼任の場合、当該事業会社側の指標も用いることあり）
0%～200% 80%

非財務

・重篤災害撲滅・コンプライアンス徹底・人権の尊重

・環境貢献

・人材戦略

・競争力強化に係るオペレーションKPI

0%～200% 20%

ウエイト合計 100%

役員報酬

業績連動型株式報酬を導入するなど2026年度より役員報酬制度を大幅に改定しました。これまで以上に企業価値向上に対する動機付けを行う制度となっており、より鮮明に株主の皆様との価値共有がなされます。制度の概要は以下の通りです。

基本報酬 LTI（長期インセンティブ）

①

基本報酬
（金銭報酬）

③

譲渡制限付

株式報酬

④

業績連動型

株式報酬

 �固定報酬として、当社の経営環境および他社動向を踏まえ、役割に応じて金額を決定し毎月支

給します。

「②短期業績連動報酬」および 「④業績連動株式報酬」は、マルク・クローバック条項の対象とし、重大コンプライアンス事案やグループ全体の財務諸表に重大な修正が生じた場合、

支給済報酬の返還請求や支給予定報酬の不支給・減額を行うことができます。

グループCEO

STI（短期インセンティブ） LTI（長期インセンティブ）

社外取締役

② 短期業績連動報酬 （金銭報酬）

１

④業績連動型株式報酬

0.8

④業績連動型株式報酬

１.6

② 短期業績連動報酬 （金銭報酬）

１

① 基本報酬 （金銭報酬）

１

① 基本報酬 （金銭報酬）

１

① 基本報酬 （金銭報酬）

１

取締役の報酬 （総額）上限額
（１事業年度あたり）

マルス・クローバック

その他取締役・執行役員

事業CEO

 �取締役等の退任直後に株式の譲渡制限を解除する形式の株式報酬です。

 �企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、退任時までの継続的な株式

保有を通じて、株主様と価値共有を進めることを目的として付与します。

 �基本報酬に対して一定の比率で標準年額を設定し、原則として定時株主総会終了後の一定期間

内に支給します。

 �当社の株価との連動性をより明確にし、マーケットや競合他社以上の企業価値向上を図るインセ

ンティブです。

 �基本報酬に対して一定の比率で設定された標準年額に基づき基準株式数を算定、毎年権利を付

与し、連続する3事業年度における株価指標等※2による評価を反映したうえで、最終的な交付

または支給する株数ならびに金銭の額を決定します。

 �原則として評価期間終了後、直後の定時株主総会終了後の一定期間内に支給・交付します※3。

STI（短期インセンティブ）

 �グループ成長戦略で目指す姿を踏まえ、その実現に向けたインセンティブです。

 �基本報酬に対して一定の比率で標準年額を設定し、財務・非財務項目※1の評価を反映して支給

額を決定します。

 �原則として、評価対象事業年度の目標達成度等の評価を次年度における支給分に反映し毎月支

給します。

②

短期業績連動報酬
（金銭報酬）

構成比率 （標準年額ベース）

③ 譲渡制限付株式報酬③ 譲渡制限付株式報酬

0.40.4

③ 譲渡制限付株式報酬③ 譲渡制限付株式報酬

0.430.43

11億円以内 

うち、社外取締役２億円以内

７億円・100万株以内

うち、社外取締役7,500万円・10.7万株以内

交付取締役会決議日の前日の

株価終値×100万株以内

③ 譲渡制限付株式報酬③ 譲渡制限付株式報酬

0.20.2

③ 譲渡制限付株式報酬

0.2

③ 譲渡制限付株式報酬

0.4

③ 譲渡制限付株式報酬

0.43

※1 財務・非財務の評価項目 ※2 業績評価指標	 相対TSR(1)：当社TSRの配当込みTOPIX成長率に対する比率	 50％　

	 相対TSR(2)：当社TSRの競合他社における順位	 50％

	 *TSR （株主総利回り）：株価上昇と配当の合計額による利回り

※3 業績評価期間・株式および金銭の交付イメージ

2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

2026年度分

2027年度分

2028年度分
業績評価期間

株式および金銭の交付
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取締役会・監査役会の構成  （2026年6月22日現在）

監
査
役

取
締
役

取締役および監査役に期待するスキル・知見

当社取締役会は、事業会社に権限を委譲することで、事業会社を主体としたスピーディーな意思決定を実現するとともに、グループにとって重要

な意思決定と健全で適切なモニタリングを行うべく、グループ中長期戦略およびグループ重要案件の決定と、グループガバナンス・リスク管理を通じ

たグループの監督に集中することとしています。

当社取締役会が上記の役割を果たすために、当社取締役は社会課題に真剣に向き合い、企業価値を高めるための、変革への熱意・覚悟を保持して

いることを大前提として、取締役会として備えるべきスキル・知見を9つに整理しています。

これらの知見について、各取締役・監査役が有する特に発揮することが期待されるスキル・知見のうち、上位4項目以内の一覧は下表の通りです。

氏名

性別

 男性

 女性

地位
2025年度の出席回数

※の出席回数は、2025年6月23日

就任後のもの

特に期待するスキル・知見

短～長期 長期

①
PFM・

企業価値向上

②
グローバル

経営

③
AI・データ

利活用

④
未来情報・
成長戦略

⑤
サステナビリティ

経営

⑥
人的資本経営

⑦
地政学・
産業政策

⑧
財務・

投資判断

⑨
技術・モノづくり・
サプライチェーン

楠見　　雄規 代表取締役 社長執行役員 取締役会14/14回 （100%）

玉置　　　 肇 代表取締役 副社長執行役員 取締役会12/12回 （100%）※

片山　　栄一  新 任 取締役 事業CEO ー

少德　　彩子 取締役 執行役員 取締役会14/14回 （100%）

隅田　　和代 取締役 執行役員 取締役会12/12回 （100%）※

和仁古　　明 取締役 執行役員 取締役会12/12回 （100%）※

松井　しのぶ 社外取締役　 独 立 取締役会14/14回 （100%）

松尾　　　 豊 社外取締役　 独 立 取締役会12/12回 （100%）※

西山　　圭太 社外取締役　 独 立 取締役会13/14回 （93%）

取締役会議長

澤田　　道隆
社外取締役　 独 立 取締役会14/14回 （100%）

瀬戸　　潤子 社外取締役　 独 立 取締役会12/12回 （100%）※

重富　　隆介 社外取締役　 独 立 取締役会13/14回 （93%）

新貝　　康司  新 任 社外取締役　 独 立 ー

監査役会議長

馬場　　英俊
常任監査役

監査役会14/14回 （100%）

取締役会14/14回 （100%）

德田　　佳昭 常任監査役
監査役会14/14回 （100%）

取締役会14/14回 （100%）

江藤　　彰洋 社外監査役　 独 立
監査役会14/14回 （100%）

取締役会13/14回 （93%）

中村　　明彦 社外監査役　 独 立
監査役会14/14回 （100%）

取締役会14/14回 （100%）

由布　　節子 社外監査役　 独 立
監査役会14/14回 （100%）

取締役会14/14回 （100%）

取締役・監査役・執行役員の詳細はこちらをご確認ください

取締役会として備えるべき9つのスキル・知見

① �コングロマリット企業におけるポートフォリオマネジメント （PFM）推進の企業再生の知見、企業価値向上のための

ターンアラウンドの知見、資本市場やアクティブ投資家目線での企業価値向上施策の知見

② �グローバル・コングロマリット企業における経営の知見

③ �AIやデータの利活用、DXを価値創出につなげた経験

④ �長期的な社会変化を捉え、その変化の中でどのようにポジショニングをとり成長を実現するか構想できる知見

⑤ �経営にサステナビリティの要素を取り入れ、企業価値向上につなげてきた経験

⑥ �事業戦略と連動した人材PFMの推進や人的生産性の最大化に向けた人的資本投資の実行経験

⑦ �グローバルな政治経済情勢・産業政策に対する深い理解や分析、政策提言・立案等の経験

⑧ �資本効率向上等を実現するための財務的な洞察に関する知見および大規模な投資判断の経験

⑨ �技術・生産・品質等に関する知見に基づく競争力強化の取り組みやイノベーションの促進を担った経験

https://holdings.panasonic/jp/corporate/phd/executives.html
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